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(57)【要約】
　非フッ素系熱可塑性樹脂（例えば、芳香族ポリアミド、液晶ポリエステル、芳香族ポリ
エーテルケトン樹脂などのスーパーエンジニアリングプラスチック）の耐光性を向上又は
改善できる添加剤を提供する。この添加剤を、フッ素含有樹脂で構成する。このようなフ
ッ素含有樹脂は、例えば、テトラフルオロエチレンを重合成分とするフッ素含有樹脂であ
ってもよく、特にテトラフルオロエチレン共重合体（例えば、テトラフルオロエチレンと
他のフッ化オレフィンとの共重合体、テトラフルオロエチレンとフッ化ビニルエーテルと
の共重合体、テトラフルオロエチレンと他のフッ化オレフィンとフッ化ビニルエーテルと
の共重合体から選択された少なくとも１種）であってもよい。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　非フッ素系熱可塑性樹脂の耐光性を向上又は改善するための添加剤であって、フッ素含
有樹脂で構成された耐光性向上剤。
【請求項２】
　フッ素含有樹脂が、テトラフルオロエチレンを重合成分とするフッ素含有樹脂である請
求項１記載の耐光性向上剤。
【請求項３】
　フッ素含有樹脂が、熱可塑性フッ素樹脂である請求項１又は２記載の耐光性向上剤。
【請求項４】
　フッ素含有樹脂が、テトラフルオロエチレン共重合体である請求項１～３のいずれかに
記載の耐光性向上剤。
【請求項５】
　フッ素含有樹脂が、テトラフルオロエチレンと他のフッ化オレフィンとの共重合体、テ
トラフルオロエチレンとフッ化ビニルエーテルとの共重合体、およびテトラフルオロエチ
レンと他のフッ化オレフィンとフッ化ビニルエーテルとの共重合体から選択された少なく
とも１種である請求項１～４のいずれかに記載の耐光性向上剤。
【請求項６】
　フッ素含有樹脂が、テトラフルオロエチレンと他のパーフルオロオレフィンとの共重合
体、テトラフルオロエチレンとパーフルオロ（アルキルビニルエーテル）との共重合体、
およびテトラフルオロエチレンと他のパーフルオロオレフィンとパーフルオロ（アルキル
ビニルエーテル）との共重合体から選択された少なくとも１種である請求項１～５のいず
れかに記載の耐光性向上剤。
【請求項７】
　非フッ素系熱可塑性樹脂が、スーパーエンジニアリングプラスチックである請求項１～
６のいずれかに記載の耐光性向上剤。
【請求項８】
　非フッ素系熱可塑性樹脂が、芳香族ポリアミド、液晶ポリエステル、および芳香族ポリ
エーテルケトン樹脂から選択された少なくとも１種である請求項１～７のいずれかに記載
の耐光性向上剤。
【請求項９】
　非フッ素系熱可塑性樹脂が、ポリエーテルエーテルケトンである請求項１～８のいずれ
かに記載の耐光性向上剤。
【請求項１０】
　非フッ素系熱可塑性樹脂に、請求項１～９のいずれかに記載の耐光性向上剤を添加し、
非フッ素系熱可塑性樹脂の耐光性を向上する方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、非フッ素系熱可塑性樹脂（例えば、芳香族ポリアミド、液晶ポリエステル、
芳香族ポリエーテルケトン樹脂などのスーパーエンジニアリングプラスチック）の耐光性
（又は耐光安定性）を向上又は改善できる添加剤（又は改質剤）に関する。
【背景技術】
【０００２】
　芳香族ポリアミド、液晶ポリエステル、芳香族ポリエーテルケトン樹脂（ポリアリール
エーテルケトン樹脂）などのスーパーエンジニアプラスチックは、耐熱性、機械的強度な
どにおいて、非常に優れた熱可塑性樹脂として知られているが、耐光性に乏しい場合があ
る。例えば、光が作用する環境下において、種々の樹脂特性において変質（例えば、機械
的特性の低下、変色など）が見られる場合が多い。
【０００３】
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　このような耐光性を改善する方法としては、汎用の安定剤（光安定剤、酸化防止剤など
）の添加などが検討されてきたが、スーパーエンジニアリングプラスチックの融点や成形
温度（成形加工温度）は非常に高いため、成形加工の過程において、このような汎用の安
定剤が熱分解してしまい、十分な耐光性の改善効果が得られない場合があった。また、単
なる熱分解のみならず、安定剤の分解物が樹脂の増粘を引き起こし、熱安定性を低下させ
ることもあった。
【０００４】
　なお、特開２００６－２７４０７３号公報（特許文献１）には、（Ａ）ポリアリールケ
トン樹脂７０～９９質量％および（Ｂ）フッ素樹脂３０～１質量％を含有し、樹脂組成物
中に分散した（Ｂ）フッ素樹脂の平均粒子径が０．１～３０μｍである樹脂組成物が開示
されている。そして、この文献には、このような樹脂組成物が、摺動性、耐溶剤性、耐熱
性において優れた樹脂成形体を与えると記載されている。
【０００５】
　また、ＷＯ２０１２／００５１３３号公報（特許文献２）には、摺動性及び耐衝撃性の
改善を目的として、芳香族ポリエーテルケトン樹脂及びフッ素樹脂を含み、フッ素樹脂が
テトラフルオロエチレンとパーフルオロエチレン性不飽和化合物との共重合体であり、芳
香族ポリエーテルケトン樹脂とフッ素樹脂との質量比が９５：５～５０：５０であり、フ
ッ素樹脂が芳香族ポリエーテルケトン樹脂中に粒子状に分散しており、フッ素樹脂の平均
分散粒子径が３μｍ以下である樹脂組成物が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００６－２７４０７３号公報（特許請求の範囲、段落［０００５］
）
【特許文献２】ＷＯ２０１２／００５１３３号公報（請求の範囲、実施例）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　従って、本発明の目的は、非フッ素系熱可塑性樹脂（特に、スーパーエンジニアリング
プラスチック）の耐光性（又は耐光安定性）を向上又は改善できる添加剤を提供すること
にある。
【０００８】
　本発明の他の目的は、高温での溶融混合過程を経ても、耐光性改善機能を維持できる添
加剤を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　前記特許文献のように、芳香族ポリエーテルケトン樹脂中にフッ素樹脂を分散させる技
術が知られているが、摺動性の改善などを目的とするものであった。なお、特許文献２の
段落［００４９］には、耐候性に優れる旨の記載があるが、フッ素樹脂としての一般的な
特性を記載したに過ぎず、また、耐候性と耐光性とは異なる概念である。
【００１０】
　このような中、本発明者らは、前記課題を達成するため鋭意検討した結果、フッ素含有
樹脂が、非フッ素系熱可塑性樹脂（例えば、スーパーエンジニアリングプラスチック）に
対して、意外なことに、耐光性改善機能を付与できること、特に、非フッ素系熱可塑性樹
脂に添加した樹脂組成物の形態で、高温での溶融混合過程を経ても、熱安定性などを損な
うことなく、十分な耐光性改善機能を維持していることを見出し、本発明を完成した。
【００１１】
　すなわち、本発明の耐光性向上剤（耐光性改善剤、耐光性付与剤、耐光安定剤）は、非
フッ素系熱可塑性樹脂の耐光性（又は耐光安定性）を向上（又は改善）するための添加剤
であって、フッ素含有樹脂で構成されている。
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【００１２】
　フッ素含有樹脂は、テトラフルオロエチレンを重合成分とするフッ素含有樹脂であって
もよい。また、フッ素含有樹脂は、熱可塑性フッ素樹脂（又は熱溶融可能なフッ素樹脂）
であってもよい。フッ素含有樹脂は、代表的には、テトラフルオロエチレン共重合体であ
ってもよく、特に、テトラフルオロエチレンと他のフッ化オレフィンとの共重合体（例え
ば、テトラフルオロエチレンと他のパーフルオロオレフィンとの共重合体）、テトラフル
オロエチレンとフッ化ビニルエーテルとの共重合体（例えば、テトラフルオロエチレンと
パーフルオロ（アルキルビニルエーテル）との共重合体）、およびテトラフルオロエチレ
ンと他のフッ化オレフィンとフッ化ビニルエーテルとの共重合体（例えば、テトラフルオ
ロエチレンと他のパーフルオロオレフィンとパーフルオロ（アルキルビニルエーテル）と
の共重合体）から選択された少なくとも１種であってもよい。
【００１３】
　非フッ素系熱可塑性樹脂は、スーパーエンジニアリングプラスチック（例えば、ガラス
転移温度１００℃以上のスーパーエンジニアリングプラスチック）であってもよく、特に
、芳香族ポリアミド、液晶ポリエステル、および芳香族ポリエーテルケトン樹脂から選択
された少なくとも１種［例えば、芳香族ポリエーテルケトン樹脂（例えば、ポリエーテル
エーテルケトン）］であってもよい。
【００１４】
　本発明には、非フッ素系熱可塑性樹脂と、前記耐光性向上剤（フッ素含有樹脂）とで構
成された樹脂組成物も含まれる。また、本発明には、このような樹脂組成物で形成された
成形体も含まれる。
【００１５】
　さらに、本発明には、非フッ素系熱可塑性樹脂に、前記耐光性向上剤（フッ素含有樹脂
）を添加（又は混合）し、非フッ素系熱可塑性樹脂の耐光性（又は耐光安定性）を向上（
又は改善）する方法も含まれる。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明の添加剤によれば、非フッ素系熱可塑性樹脂の耐光性を向上又は改善できる。し
かも、このような添加剤は、高温での溶融混合過程を経ても、分解やそれに伴う増粘を引
き起こすことがないため、耐光性の向上又は改善機能を維持することができる。そのため
、特に、本発明の添加剤は、非フッ素熱可塑性樹脂の中でも、高温での成形又は加工を要
する熱可塑性樹脂、例えば、芳香族ポリアミド、液晶ポリエステル、芳香族ポリエーテル
ケトン樹脂などのスーパーエンジニアリングプラスチックに好適に適用できる。
【００１７】
　また、本発明の添加剤は、樹脂状であるため、非フッ素系熱可塑性樹脂の樹脂特性の低
下を抑えることができ、樹脂特性によっては、フッ素含有樹脂由来の優れた特性を非フッ
素系熱可塑性樹脂に付与することもできる。しかも、ブリードなどを高いレベルで抑制で
きる。そのため、本発明の添加剤は、非常に有用性および実用性が高い。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　本発明の添加剤（耐光性向上剤、耐光性改善剤、耐光性付与剤）は、非フッ素系熱可塑
性樹脂の耐光性を向上又は改善するための添加剤であり、フッ素含有樹脂で構成されてい
る。
【００１９】
　［フッ素含有樹脂］
　フッ素含有樹脂（フッ素樹脂）としては、フッ素を含有する（又はフッ素が置換した）
樹脂である限り特に限定されないが、例えば、フッ素含有モノマーを重合成分とする樹脂
（ポリマー）が挙げられる。
【００２０】
　具体的なフッ素含有モノマーを重合成分とする樹脂（フッ素含有樹脂）としては、フッ
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素含有モノマーの単独又は共重合体、フッ素含有モノマーと共重合性モノマーとの共重合
体などが挙げられる。
【００２１】
　フッ素含有モノマーとしては、例えば、フッ化オレフィン［又はフッ素含有オレフィン
又はフッ素置換オレフィン、例えば、フッ化ビニル、フッ化ビニリデン、テトラフルオロ
エチレン、クロロトリフルオロエチレン、ヘキサフルオロプロピレンなどのフッ化鎖状オ
レフィン（例えば、フッ化Ｃ２－６オレフィン、好ましくはフッ化Ｃ２－４オレフィン、
さらに好ましくはパーフルオロＣ２－４オレフィン）など］、フッ化ビニルエーテル［又
はフッ素含有ビニルエーテル又はフッ素置換ビニルエーテル、例えば、パーフルオロ（メ
チルビニルエーテル）、パーフルオロ（エチルビニルエーテル）、パーフルオロ（プロピ
ルビニルエーテル）などのフッ化アルキルビニルエーテル（例えば、フッ化Ｃ１－６アル
キルビニルエーテル、好ましくはフッ化Ｃ１－４アルキルビニルエーテル、さらに好まし
くはパーフルオロＣ１－４アルキルビニルエーテル）など］、フッ化アリルエーテル［又
はフッ素含有アリルエーテル又はフッ素置換アリルエーテル、例えば、パーフルオロ（ア
ルキルアリルエーテル）などのフッ化アルキルアリルエーテル（例えば、フッ化Ｃ１－６

アルキルアリルエーテル、好ましくはフッ化Ｃ１－４アルキルアリルエーテル、さらに好
ましくはパーフルオロＣ１－４アルキルアリルエーテル）など］、フッ素含有ジオキソー
ル系モノマー［例えば、２，２－ビス（トリフルオロメチル）－４，５－ジフルオロ－１
，３－ジオキソールなど］などが挙げられる。
【００２２】
　フッ素含有モノマーは、単独で又は２種以上組み合わせてもよい。
【００２３】
　これらのフッ素含有モノマーのうち、パーフルオロモノマー、例えば、パーフルオロオ
レフィン（例えば、テトラフルオロエチレン、ヘキサフルオロプロピレンなどのパーフル
オロＣ２－４オレフィン）、パーフルオロビニルエーテル［例えば、パーフルオロ（プロ
ピルビニル）エーテル）などのパーフルオロ（Ｃ１－６アルキルビニルエーテル）など］
などが好ましい。
【００２４】
　そのため、フッ素含有モノマーは、パーフルオロモノマーで構成してもよい。このよう
な場合、フッ素含有モノマー全体に対するパーフルオロモノマーの割合は、１０重量％以
上（例えば、２０重量％以上）の範囲から選択でき、例えば、３０重量％以上（例えば、
４０重量％以上）、好ましくは５０重量％以上（例えば、６０重量％以上）、さらに好ま
しくは７０重量％以上（例えば、７５重量％以上）、特に８０重量％以上（例えば、９０
重量％以上）であってもよい。
【００２５】
　共重合性モノマー（他の共重合性モノマー、フッ素を含有しない共重合性モノマー）と
しては、共重合可能である限り、特に限定されないが、例えば、オレフィン［例えば、エ
チレン、プロピレンなどの鎖状オレフィン（例えば、Ｃ２－６オレフィン、好ましくはＣ

２－４オレフィン）］、フッ素以外のハロゲン化オレフィン（例えば、塩化ビニル、臭化
ビニルなどの塩化又は臭化Ｃ２－４オレフィン）などが挙げられる。共重合性モノマーは
、単独で又は２種以上組み合わせてもよい。
【００２６】
　なお、フッ素含有モノマーと共重合性モノマーとの共重合体において、共重合性モノマ
ーの割合は、フッ素含有モノマー１００重量部に対して、例えば、３０重量部以下（例え
ば、０．０１～３０重量部）、好ましくは２０重量部以下（例えば、０．０３～１５重量
部）、さらに好ましくは１０重量部以下（例えば、０．０５～５重量部）であってもよい
。
【００２７】
　代表的なフッ素含有樹脂には、ポリフッ化オレフィン（例えば、ポリテトラフルオロエ
チレンなど）、フッ化オレフィン共重合体｛例えば、フッ化オレフィンの共重合体［例え
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ば、テトラフルオロエチレンとヘキサフルオロプロピレンとの共重合体などのテトラフル
オロエチレンと他のフッ化オレフィン（特に、パーフルオロオレフィン、好ましくはパー
フルオロＣ３－４オレフィン）との共重合体］、フッ化オレフィンとフッ化ビニルエーテ
ルとの共重合体［例えば、テトラフルオロエチレンとパーフルオロ（プロピルビニルエー
テル）との共重合体などのテトラフルオロエチレンとフッ化ビニルエーテル（特に、パー
フルオロ（アルキルビニルエーテル）、好ましくはパーフルオロ（Ｃ１－６アルキルビニ
ルエーテル））との共重合体；テトラフルオロエチレンとヘキサフルオロプロピレンとパ
ーフルオロ（プロピルビニルエーテル）との共重合体などのテトラフルオロエチレンと他
のフッ化オレフィン（特に、パーフルオロオレフィン、好ましくはパーフルオロＣ３－４

オレフィン）とフッ化ビニルエーテル（特に、パーフルオロ（アルキルビニルエーテル）
、好ましくはパーフルオロ（Ｃ１－６アルキルビニルエーテル））との共重合体など］な
ど｝が挙げられる。
【００２８】
　これらの中でも、テトラフルオロエチレンを重合成分とするフッ素含有樹脂、例えば、
ポリテトラフルオロエチレン、テトラフルオロエチレンと他のフッ化オレフィン（特に、
パーフルオロオレフィン、好ましくはパーフルオロＣ３－４オレフィン）との共重合体、
テトラフルオロエチレンとフッ化ビニルエーテル（特に、パーフルオロ（アルキルビニル
エーテル）、好ましくはパーフルオロ（Ｃ１－６アルキルビニルエーテル））との共重合
体、テトラフルオロエチレンと他のフッ化オレフィン（特に、パーフルオロオレフィン、
好ましくはパーフルオロＣ３－４オレフィン）とフッ化ビニルエーテル（特に、パーフル
オロ（アルキルビニルエーテル）、好ましくはパーフルオロ（Ｃ１－６アルキルビニルエ
ーテル））との共重合体などが好ましい。
【００２９】
　また、好ましいフッ素含有樹脂には、熱可塑性フッ素含有樹脂（又は熱溶融可能なフッ
素樹脂）も含まれる。なお、このような熱可塑性フッ素樹脂には、ポリテトラフルオロエ
チレンは含まれない。熱可塑性フッ素含有樹脂は、非フッ素系熱可塑性樹脂中に、比較的
小さい粒子径で分散（微分散）されやすいためか、耐光性向上機能を効率よく、非フッ素
系熱可塑性樹脂に付与（又は発現）できるようである。
【００３０】
　このような観点から、特に好ましいフッ素含有樹脂には、テトラフルオロエチレン共重
合体、例えば、テトラフルオロエチレンと他のフッ化オレフィンとの共重合体、テトラフ
ルオロエチレンとフッ化ビニルエーテルとの共重合体、テトラフルオロエチレンと他のフ
ッ化オレフィンとフッ化ビニルエーテルとの共重合体などが含まれる。
【００３１】
　なお、テトラフルオロエチレン共重合体において、テトラフルオロエチレンの割合は、
テトラフルオロエチレン共重合体全体（又はテトラフルオロエチレンとテトラフルオロエ
チレンでないモノマーとの総量）に対して、３０重量％以上（例えば、４０～９９．９重
量％）の範囲から選択でき、例えば、５０重量％以上（例えば、５５～９９．５重量％）
、好ましくは６０重量％以上（例えば、６５～９９重量％）、さらに好ましくは７０重量
％以上（例えば、７５～９８重量％）、特に８０重量％以上（例えば、８５～９５重量％
）であってもよい。
【００３２】
　なお、フッ素含有樹脂は、表面処理（例えば、プラズマ処理、フッ素ガス処理、アンモ
ニア処理など）された樹脂であってもよい。
【００３３】
　フッ素含有樹脂が、融点を有する場合、その融点は特に制限されないが、例えば、４０
０℃以下（例えば、２００～３８０℃）、好ましくは２３０～３５０℃（例えば、２５０
～３００℃）程度であってもよい。また、フッ素含有樹脂は、後述する非フッ素系熱可塑
性樹脂の溶融温度において、溶融する樹脂であってもよい。
【００３４】
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　［耐光性向上剤および樹脂組成物］
　本発明の耐光性向上剤（フッ素含有樹脂）は、非フッ素系熱可塑性樹脂の耐光性を向上
又は改善するための添加剤として利用できる。
【００３５】
　非フッ素系熱可塑性樹脂（フッ素を含有しない熱可塑性樹脂、単に熱可塑性樹脂、樹脂
などということがある）としては、フッ素を含有しない樹脂（フッ素含有樹脂の範疇に属
しない樹脂）であれば特に限定されず、例えば、非フッ素系ハロゲン含有樹脂（例えば、
ポリ塩化ビニル、ポリエン化ビニリデンなどの塩素含有樹脂）、スチレン系樹脂（例えば
、ポリスチレン、ＡＳ樹脂などのスチレン共重合体）、アクリル系樹脂（例えば、ポリメ
タクリル酸メチルなど）、オレフィン樹脂［例えば、鎖状オレフィン樹脂（ポリエチレン
、ポリプロピレン、ポリメチルペンテンなど）、環状オレフィン樹脂（いわゆるＣＯＰ、
ＣＯＣなど）など］、ポリアセタール樹脂、ポリカーボネート樹脂（例えば、芳香族ポリ
カーボネートなど）、ポリエステル樹脂［例えば、脂肪族ポリエステル樹脂（例えば、ポ
リ乳酸など）、芳香族ポリエステル樹脂（ポリアリレート、液晶ポリエステルなど）］、
ポリアミド樹脂［例えば、脂肪族ポリアミド（ポリアミド６、ポリアミド６６、ポリアミ
ド６１０、ポリアミド１１、ポリアミド１２など）、芳香族ポリアミドなど］、ポリフェ
ニレンエーテル樹脂（ポリフェニレンエーテル、変性ポリフェニレンエーテルなど）、ポ
リエーテルケトン樹脂（ポリアリールエーテルケトン樹脂又は芳香族ポリエーテルケトン
樹脂など）、ポリスルホン樹脂（ポリスルホン、ポリエーテルスルホンなど）、ポリイミ
ド樹脂（ポリイミド、ポリアミドイミド、ポリエーテルイミドなど）、ポリフェニレンス
ルフィド樹脂（ポリフェニレンスルフィドなど）、ポリケトンスルフィド樹脂（ポリケト
ンスルフィドなど）、ポリベンゾイミダゾール樹脂（ポリベンゾイミダゾールなど）など
が挙げられる。
【００３６】
　なお、熱可塑性樹脂は、結晶性樹脂であってもよく、非晶性樹脂であってもよい。
【００３７】
　熱可塑性樹脂は、単独で又は２種以上組み合わせてもよい。
【００３８】
　これらの熱可塑性樹脂のうち、エンジニアリングプラスチック（特にスーパーエンジニ
アリングプラスチック）に分類される樹脂、例えば、ポリアリレート（ＰＡＲ）、液晶ポ
リエステル（又は液晶ポリマー、ＬＣＰ）、芳香族ポリアミド［例えば、半芳香族ポリア
ミド（芳香族ジカルボン酸成分又は芳香族ジアミン成分を重合成分とするポリアミドなど
）、全芳香族ポリアミドなど］、芳香族ポリエーテルケトン樹脂、ポリスルホン（ＰＳＵ
）、ポリエーテルスルホン（ＰＥＳ）、ポリイミド（ＰＩ）、ポリアミドイミド（ＰＡＩ
）、ポリエーテルイミド（ＰＥＩ）、ポリフェニレンスルフィド（ＰＰＳ）、ポリケトン
スルフィド、ポリベンゾイミダゾール（ＰＢＩ）などが挙げられる。
【００３９】
　これらの中でも、本発明では、芳香族ポリアミド、液晶ポリエステル、および芳香族ポ
リエーテルケトン樹脂が好ましく、特に、フッ素含有樹脂の分散性の観点から、芳香族ポ
リエーテルケトン樹脂を好適に使用できる。以下、芳香族ポリアミド、液晶ポリエステル
、および芳香族ポリエーテルケトン樹脂について詳述する。
【００４０】
　（芳香族ポリアミド）
　芳香族ポリアミドとしては、重合成分であるジアミン成分およびジカルボン酸成分のう
ち、少なくとも一方の成分（例えば、ジカルボン酸成分）が芳香族成分であるポリアミド
などが挙げられる。このような芳香族ポリアミドは、全芳香族ポリアミド［例えば、芳香
族ジアミン成分（後述の成分など）および芳香族ジカルボン酸成分（後述の成分など）を
重合成分とするポリアミド］であってもよく、半芳香族ポリアミド［例えば、ジアミン成
分およびジカルボン酸成分のうち、一方の成分（例えば、芳香族ジカルボン酸成分）が芳
香族成分を含むポリアミド］であってもよく、特に半芳香族ポリアミドを好適に使用して
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もよい。
【００４１】
　芳香族ポリアミドを構成するジアミン成分としては、例えば、脂肪族ジアミン成分［ア
ルカンジアミン（例えば、エチレンジアミン、プロピレンジアミン、ブチレンジアミン、
ヘキサメチレンジアミン、メチルペンタンジアミン、２－メチルプロパンジアミン、３－
メチルプロパンジアミン、オクタメチレンジアミン、ノナメチレンジアミン、デカンジア
ミン、ドデカンジアミンなどのＣ２－１４アルカンジアミンなど）など］、脂環族ジアミ
ン成分［例えば、１，３－ジアミノシクロヘキサン、１，４－ジアミノシクロヘキサン、
１，２－ジアミノシクロヘキサンなどのジアミノＣ５－８シクロアルカン；１，３－ジ（
アミノメチル）シクロヘキサン、１，４－ジ（アミノメチル）シクロヘキサン、１，２－
ジ（アミノメチル）シクロヘキサンなどのジ（アミノＣ１－４アルキル）Ｃ５－８シクロ
アルカン；４，４’－ジアミノジシクロヘキシレンメタン、４，４’－ジアミノ－３，３
’－ジメチルジシクロヘキシレンメタン、４，４’－ジアミノジシクロヘキシレンプロパ
ンなどのジ（アミノＣ５－８シクロアルキル）Ｃ１－４アルカン；イソホロンジアミンな
ど］、芳香族ジアミン成分［例えば、ベンゼンジアミン（例えば、ｐ－フェニレンジアミ
ンなど）、ナフタレンジアミン（例えば、１，５－ジアミノナフタレンなど）、ジアミノ
ビフェニル（例えば、４，４’－ジアミノビフェニル）、ジ（アミノアルキル）アレーン
（例えば、キシリレンジアミンなどのジ（アミノＣ１－４アルキル）ベンゼンなど］など
が挙げられる。ジアミン成分は、単独で又は２種以上組み合わせてもよい。
【００４２】
　芳香族ポリアミドを構成するジカルボン酸成分としては、例えば、脂肪族ジカルボン酸
成分（例えば、コハク酸、プロパンニ酸、ブタンニ酸、ペンタンニ酸、アジピン酸、ヘプ
タンニ酸、オクタンニ酸、ノナンニ酸、デカンニ酸、ドデカンニ酸、ウンデカンニ酸など
のＣ２－２０アルカンジカルボン酸）、脂環族ジカルボン酸（例えば、１，４－シクロヘ
キサンジカルボン酸、１，２－シクロヘキサンジカルボン酸、１，３－シクロヘキサンジ
カルボン酸、ヘキサヒドロ無水フタル酸、３－メチル－ヘキサヒドロ無水フタル酸、４－
メチルヘキサヒドロ無水フタル酸、３－メチルヘキサヒドロフタル酸、４－メチルヘキサ
ヒドロフタル酸などのＣ５－１０シクロアルカンジカルボン酸など）、芳香族ジカルボン
酸成分（例えば、フタル酸、テレフタル酸、イソフタル酸、ナフタレンジカルボン酸など
のＣ６－１０アレーンジカルボン酸など）などが挙げられる。これらのジカルボン酸成分
は、単独で又は２種以上組み合わせてもよい。
【００４３】
　代表的な半芳香族ポリアミドとしては、芳香族ジカルボン酸成分（特に、テレフタル酸
成分を少なくとも含む芳香族ジカルボン酸成分）を含むジカルボン酸成分と、ジアミン成
分［脂肪族ジアミン成分（例えば、ヘキサメチレンジアミン、ノナメチレンジアミンなど
）などの非芳香族ジアミン成分を少なくとも含むジアミン成分］とを重合成分とするポリ
アミド［例えば、ポリフタルアミド（ＰＰＡ）など］などが含まれる。
【００４４】
　なお、このような半芳香族ポリアミドにおいて、芳香族ジカルボン酸成分及び／又はジ
アミン成分は単独で又は２種以上組み合わせてもよい。例えば、芳香族ジカルボン酸成分
は、テレフタル酸成分と、他の芳香族ジカルボン酸成分（例えば、イソフタル酸成分など
）とを組み合わせてもよい。また、芳香族ジカルボン酸成分と非芳香族ジカルボン酸成分
（例えば、アジピン酸などの脂肪族ジカルボン酸成分）とを組み合わせてもよい。さらに
、芳香族ジカルボン酸成分と非芳香族ジカルボン酸成分とを組み合わせる場合、ジカルボ
ン酸成分全体に対する芳香族ジカルボン酸成分の割合は、例えば、３０モル％以上（例え
ば、３５～９９モル％）、好ましくは４０モル％以上（例えば、４５～９７モル％）、さ
らに好ましくは５０モル％以上（例えば、６０～９５モル％）であってもよい。
【００４５】
　（液晶ポリエステル）
　液晶ポリエステル（液晶ポリマー）としては、全芳香族液晶ポリマー、半芳香族液晶ポ
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リマーのいずれであってもよく、特に全芳香族液晶ポリマーを好適に使用してもよい。
【００４６】
　また、液晶ポリエステルは、液晶ポリエステル単位を少なくとも有していればよく、他
の単位（又は結合、例えば、エーテル単位、アミド単位、カーボネート単位など）を有す
る液晶ポリエステル（例えば、液晶ポリエステルエーテル、液晶ポリエステルアミド、液
晶ポリエステルカーボネートなど）であってもよい。
【００４７】
　液晶ポリエステルを構成する重合成分（重縮合成分、モノマー）としては、例えば、芳
香族ヒドロキシカルボン酸成分［例えば、ヒドロキシ安息香酸（ｐ－ヒドロキシ安息香酸
、ｍ－ヒドロキシ安息香酸、ｏ－ヒドロキシ安息香酸）、ヒドロキシナフトエ酸（例えば
、６－ヒドロキシ－２－ナフトエ酸、５－ヒドロキシ－２－ナフトエ酸）などのヒドロキ
シアレーンカルボン酸、ヒドロキシフェニル安息香酸（例えば、４’－ヒドロキシフェニ
ル－４－安息香酸、３’－ヒドロキシフェニル－４－安息香酸）など］、芳香族ジカルボ
ン酸成分［例えば、ベンゼンジオール（例えば、テレフタル酸、イソフタル酸など）、ナ
フタレンジカルボン酸（例えば、２，６－ナフタレンジカルボン酸、１，４－ナフタレン
ジカルボン酸など）、ジカルボキシビフェニル（例えば、４，４’－ジカルボキシフェニ
ルなど）、ジフェニルエーテルジカルボン酸（例えば、ジフェニルエーテル－４，４’－
ジカルボン酸など）など］、芳香族ジオール成分［例えば、ベンゼンジオール（例えば、
ハイドロキノンなど）、ジヒドロキシナフタレン（例えば、２，６－ジヒドロキシナフタ
レンなど）、ジヒドロキシビフェニル（例えば、４，４’－ヒドロキシビフェニルなど）
、ジヒドロキシジフェニルエーテル（例えば、４，４’－ジヒドロキシジフェニルエーテ
ル）など］、芳香族ヒドロキシアミン成分［例えば、アミノフェノール（例えば、ｐ－ア
ミノフェノールなど）、アミノナフトール（例えば、４－アミノ－１－ナフトールなど）
、アミノヒドロキシビフェニル（例えば、４－アミノ－４’－ヒドロキシビフェニルなど
）など］、芳香族ジアミン成分［例えば、ベンゼンジアミン（例えば、ｐ－フェニレンジ
アミンなど）、ナフタレンジアミン（例えば、１，５－ジアミノナフタレンなど）、ジア
ミノビフェニル（例えば、４，４’－ジアミノビフェニル）など］、芳香族アミノカルボ
ン酸成分［例えば、アミノ安息香酸（例えば、ｐ－アミノ安息香酸など）、アミノナフト
エ酸（例えば、６－アミノナフトエ酸など）など］などの芳香族成分（二官能芳香族成分
）が挙げられる。
【００４８】
　芳香族成分は、置換基（例えば、アルキル基、アルコキシ基、ハロゲン原子など）を有
していてもよい。また、芳香族成分には、反応性誘導体［例えば、ヒドロキシル基をアシ
ルオキシ基に置換した化合物、カルボキシル基をエステル基（例えば、アルキルカルボニ
ル基、アリールオキシカルボニル基など）や酸ハライド基（例えば、クロロホルミル基）
に置換した化合物、アミノ基をアシルアミノ基に置換した化合物）など］も含まれる。
【００４９】
　これらの芳香族成分は、単独で又は２種以上組み合わせてもよい。
【００５０】
　また、重合成分は、通常、これらの芳香族成分を少なくとも含んでいればよく、非芳香
族成分｛例えば、脂肪族ジオール成分（例えば、エチレングリコール、１，４－ブタンジ
オールなどのＣ２－１０アルカンジオール）、ポリエステル成分［例えば、ポリアルキレ
ンアリレート（例えば、ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポ
リエチレンナフタレートなどのポリＣ２－４アルキレンＣ６－１０アリレート）などの脂
肪族骨格を含むポリエステル成分｝、３官能以上の成分［例えば、芳香族ヒドロキシジカ
ルボン酸成分（例えば、ヒドロキシイソフタル酸、ヒドロキシナフタレンジカルボン酸な
ど）など］を含んでいてもよい。これらの成分は、単独で又は２種以上組み合わせてもよ
い。
【００５１】
　具体的な液晶ポリエステルとしては、例えば、（ｉ）芳香族ヒドロキシカルボン酸成分
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（例えば、ヒドロキシ安息香酸成分など）と、芳香族ジカルボン酸成分（例えば、ベンゼ
ンジカルボン酸成分、ナフタレンジカルボン酸など）と、芳香族ジオール成分（例えば、
ジヒドロキシビフェニルなど）、芳香族ヒドロキシアミンおよび芳香族ジアミンから選択
された少なくとも１種の成分との重縮合物、（ｉｉ）２以上の芳香族ヒドロキシカルボン
酸成分［例えば、ヒドロキシ安息香酸成分と他の芳香族ヒドロキシカルボン酸成分（例え
ば、ヒドロキシナフトエ酸成分など）と］の重縮合物、（ｉｉｉ）芳香族ヒドロキシカル
ボン酸成分（例えば、ヒドロキシ安息香酸成分）と、芳香族ジカルボン酸成分（例えば、
ベンゼンジカルボン酸成分、ナフタレンジカルボン酸など）と、ポリエステル成分（例え
ば、ポリアルキレンアリレートなど）との重縮合物などの芳香族ヒドロキシカルボン酸成
分を少なくとも重合成分とする液晶ポリエステルが含まれる。
【００５２】
　液晶ポリエステルは、通常、少なくともヒドロキシ安息香酸成分を重合成分とする液晶
ポリエステルであってもよく、特に、ヒドロキシ安息香酸成分および他の重合成分を重合
成分とする液晶ポリエステルであってもよい。このような他の重合成分を重合成分として
含む液晶ポリエステルにおいて、重合成分全体に対するヒドロキシ安息香酸成分（４－ヒ
ドロキシ安息香酸成分など）の割合は、例えば、１０～９５モル％、好ましくは２０～９
０モル％、さらに好ましくは３０～８０モル％程度であってもよい。
【００５３】
　（芳香族ポリエーテルケトン樹脂）
　芳香族ポリエーテルケトン樹脂（ポリアリールエーテルケトン樹脂）は、通常、アリー
レン基とエーテル基［－Ｏ－］とカルボニル基［－Ｃ(＝Ｏ)－］とで構成された繰り返し
単位を含んでいる場合が多い。このような樹脂としては、特に制限されないが、例えば、
下記式（ａ１）～（ａ５）のいずれかで表される繰り返し単位を含んでいてもよい。
[－Ａｒ－Ｏ－Ａｒ－Ｃ(＝Ｏ)－](a1)
[－Ａｒ－Ｏ－Ａｒ－Ｃ(＝Ｏ)－Ａｒ－Ｃ(＝Ｏ)－](a2)
[－Ａｒ－Ｏ－Ａｒ－Ｏ－Ａｒ－Ｃ(＝Ｏ)－](a3)
[－Ａｒ－Ｏ－Ａｒ－Ｃ(＝Ｏ)－Ａｒ－Ｏ－Ａｒ－Ｃ(＝Ｏ)－Ａｒ－Ｃ(＝Ｏ)－](a4)
[－Ａｒ－Ｏ－Ａｒ－Ｏ－Ａｒ－Ｃ(＝Ｏ)－Ａｒ－Ｃ(＝Ｏ)－](a5)
（式中、Ａｒは置換基を有していてもよい２価の芳香族炭化水素環基を表す）
　Ａｒで表される２価の芳香族炭化水素環基としては、例えば、フェニレン基（ｏ－、ｍ
－又はｐ－フェニレン基など）、ナフチレン基などのＣ６－１０アリーレン基、ビフェニ
レン基（２，２’－ビフェニレン基、３，３’－ビフェニレン基、４，４’－ビフェニレ
ン基など）などのビＣ６－１０アリーレン基、ｏ－、ｍ－又はｐ－ターフェニレン基など
のターＣ６－１０アリーレン基などが例示できる。これらの芳香族炭化水素環基は、置換
基、例えば、ハロゲン原子、アルキル基（メチル基などの直鎖状又は分岐鎖状Ｃ１－４ア
ルキル基など）、ハロアルキル基、ヒドロキシル基、アルコキシ基（メトキシ基などの直
鎖状又は分岐鎖状Ｃ１－４アルコキシ基など）、メルカプト基、アルキルチオ基、カルボ
キシル基、スルホ基、アミノ基、Ｎ－置換アミノ基、シアノ基などを有していてもよい。
なお、繰り返し単位（ａ１）～（ａ５）において、各Ａｒの種類は、互いに同一であって
もよく、異なっていてもよい。
【００５４】
　好ましいＡｒは、フェニレン基（例えば、ｐ－フェニレン基）、ビフェニレン基（例え
ば、４，４’－ビフェニレン基）である。
【００５５】
　繰り返し単位（ａ１）を有する樹脂としては、ポリエーテルケトン（例えば、Victrex
社製「PEEK-HT」）などが例示できる。繰り返し単位（ａ２）を有する樹脂としては、ポ
リエーテルケトンケトン（例えば、Arkema＋Oxford Performance Material社製「PEKK」
）などが例示できる。繰り返し単位（ａ３）を有する樹脂としては、ポリエーテルエーテ
ルケトン（例えば、Victrex社製「VICTREX PEEK」、Evonik社製「Vestakeep（登録商標）
」、ダイセル・エボニック社製「Vestakeep-J」、Solvay Advanced Polymers社製「Ketas
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pire（登録商標）」）、ポリエーテル－ジフェニル－エーテル－フェニル－ケトン－フェ
ニル（例えば、Solvay Advanced Polymers社製「Kadel（登録商標）」）などが例示でき
る。繰り返し単位（ａ４）を有する樹脂としては、ポリエーテルケトンエーテルケトンケ
トン（例えば、Victrex社製「VICTREX ST」）などが例示できる。繰り返し単位（ａ５）
を有する樹脂としては、ポリエーテルエーテルケトンケトンなどが例示できる。
【００５６】
　アリーレン基とエーテル基とカルボニル基とで構成された繰り返し単位において、エー
テルセグメント（Ｅ）とケトンセグメント（Ｋ）との割合は、例えば、前者／後者（Ｅ／
Ｋ）＝０．５／１～２／１、好ましくは１／１～２／１程度である。エーテルセグメント
は分子鎖に柔軟性を付与し、ケトンセグメントは分子鎖に剛直性を付与するため、エーテ
ルセグメントが多いほど結晶化速度は速く、最終的に到達可能な結晶化度も高くなり、ケ
トンセグメントが多いほどガラス転移温度及び融点が高くなる傾向にある。
【００５７】
　芳香族ポリエーテルケトン樹脂の中でも、繰り返し単位（ａ１）～（ａ３）のいずれか
を有する芳香族ポリエーテルケトン樹脂、特に、ガラス転移温度及び融点の高さと、結晶
化速度の速さとのバランスに優れる点から、繰り返し単位（ａ３）を有する芳香族ポリエ
ーテルケトン樹脂（例えば、ポリエーテルエーテルケトン）が好ましい。
【００５８】
　なお、芳香族ポリエーテルケトン樹脂は、前記のような市販品を利用してもよく、慣用
の方法（例えば、芳香族ジオール成分と芳香族ジハライド成分とを縮合させる方法、芳香
族モノハライドモノオール成分を自己縮合させる方法などの求核置換反応を利用した方法
）により合成したものを利用してもよい。
【００５９】
　芳香族ジオール成分としては、ジヒドロキシベンゼン（ハイドロキノンなど）、ジヒド
ロキシベンゾフェノン（４，４’－ジヒドロキシベンゾフェノンなど）などが例示できる
。芳香族ジハライド成分としては、ジハロベンゾフェノン（４，４’－ジフルオロベンゾ
フェノン、４，４’－ジクロロベンゾフェノンなど）などが例示できる。芳香族モノハラ
イドモノオール成分としては、ハロ－ヒドロキシベンゾフェノン（４－フルオロ－４’－
ヒドロキシベンゾフェノンなど）などが例示できる。
【００６０】
　縮合反応は、塩基及び／又は溶媒の存在下で行ってもよい。塩基としては、アルカリ金
属塩、例えば、（無水）炭酸カリウムなどのアルカリ金属炭酸塩などが例示できる。溶媒
としては、高沸点溶媒、例えば、ジフェニルスルホン、スルホランなどが例示できる。反
応温度は、例えば、１５０～４００℃、好ましくは２００～３５０℃程度であってもよい
。
【００６１】
　なお、反応生成物は、慣用の分離手段、例えば、濾過、濃縮、晶析、クロマトグラフィ
ーなどにより分離精製できる。また、反応生成物は、必要により洗浄し、乾燥してもよい
。洗浄溶媒としては、水、アルコール類（メタノール、エタノールなど）、ケトン類（ア
セトンなど）、これらの混合溶媒などが例示できる。さらに、固形状の反応生成物は、粒
度を調整するため、粉砕してもよく、分級してもよい。
【００６２】
　反応生成物の末端基（ハロゲン原子など）は、結晶化温度の調整などの点から、例えば
、アルカリスルホネート基（リチウムスルホネート基、ナトリウムスルホネート基、カリ
ウムスルホネート基など）などで修飾されていてもよい。
【００６３】
　熱可塑性樹脂の数平均分子量は、特に制限されないが、例えば、ゲルパーミエーション
クロマトグラフィ（ＧＰＣ）において、ポリスチレン換算で、５，０００以上（例えば、
５，０００～１，０００，０００）、好ましくは８，０００以上（例えば、１０，０００
～５００，０００）、さらに好ましくは１５，０００以上（例えば、２０，０００～１０



(12) JP WO2014/171028 A1 2014.10.23

10

20

30

40

50

０，０００）であってもよい。
【００６４】
　熱可塑性樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ）や融点は、特に限定されず、樹脂の種類に応じ
て適宜選択できる。例えば、熱可塑性樹脂が、エンジニアリングプラスチック（特にスー
パーエンジニアリングプラスチック）のような高耐熱性の樹脂である場合、ガラス転移温
度は、６０℃以上（例えば、６５～２５０℃）、好ましくは７０℃以上（例えば、８５～
２３０℃）、さらに好ましくは８０℃以上（例えば、８５～２００℃）であってもよく、
特に１００℃以上であってもよい。特に、芳香族ポリエーテルケトン樹脂のガラス転移温
度（Ｔｇ）は、例えば、１００℃以上、好ましくは１２０～２００℃、さらに好ましくは
１４０～１８０℃程度であってもよい。
【００６５】
　また、熱可塑性樹脂が、エンジニアリングプラスチック（特にスーパーエンジニアリン
グプラスチック）のような高耐熱性の樹脂（結晶性樹脂）である場合、融点は、１５０℃
以上（例えば、１８０～４５０℃）の範囲から選択でき、好ましくは２００℃以上（例え
ば、２３０～４３０℃）、さらに好ましくは２５０℃以上（例えば、２７０～４００℃）
であってもよい。特に、芳香族ポリエーテルケトン樹脂の融点は、例えば、３００℃以上
、好ましくは３１０～４００℃、さらに好ましくは３２０～３８０℃程度であってもよい
。
【００６６】
　ガラス転移温度及び融点は、例えば、示差走査熱量分析（ＤＳＣ）により測定できる。
【００６７】
　なお、熱可塑性樹脂の溶融粘度は、特に限定されないが、フッ素含有樹脂を効率よく分
散し、十分な耐光性改善機能を得るという観点からは、適度な粘度を有しているのが好ま
しい場合がある。
【００６８】
　このような観点から、例えば、芳香族ポリエーテルケトン樹脂の４００℃、剪断速度６
０ｓ－１における溶融粘度をＶａとするとき、Ｖａは、例えば、５０～４０００Ｐａ・ｓ
、好ましくは１００～３０００Ｐａ・ｓ、さらに好ましくは１５０～２５００Ｐａ・ｓ、
特に２００～２０００Ｐａ・ｓ程度であってもよい。溶融粘度は、慣用の装置、例えば、
キャピラリーレオメーターを用いて測定できる。
【００６９】
　また、分散性の観点からは、熱可塑性樹脂とフッ素含有樹脂との溶融粘度比も適度に調
整するのが好ましい場合がある。例えば、フッ素含有樹脂の所定温度［例えば、押出機に
おけるシリンダー温度などの溶融混合時の温度（例えば、３９０℃）］、剪断速度６０ｓ
－１における溶融粘度をＶｂとするとき、熱可塑性樹脂とフッ素含有樹脂との溶融粘度比
が、例えば、Ｖａ／Ｖｂ＝０．０５／１～１０／１、好ましくは０．１／１～８／１、さ
らに好ましくは０．２／１～７／１、特に０．３／１～６／１（例えば、０．３／１～５
／１）程度となるように、両成分の組み合わせを選択してもよい。
【００７０】
　本発明の添加剤（耐光性向上剤）の使用割合（添加割合）は、例えば、熱可塑性樹脂１
００重量部に対して、０．１～３００重量部（例えば、０．５～２００重量部）程度の範
囲から選択でき、１～１５０重量部、好ましくは３～１００重量部、さらに好ましくは５
～９０重量部、さらに好ましくは７～８０重量部（例えば、１０～７０重量部）程度であ
ってもよい。
【００７１】
　特に、本発明の添加剤は、少ない割合であっても十分な耐光性向上効果を得ることがで
きるため、耐光性向上剤の使用割合（添加割合）を、例えば、熱可塑性樹脂１００重量部
に対して、２０重量部以下（例えば、１～１８重量部）、好ましくは１５重量部以下（例
えば、２～１２重量部）、さらに好ましくは１０重量部以下（例えば、３～８重量部）程
度とすることもできる。
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【００７２】
　一方、本発明の耐光性向上剤は、樹脂状であるため、比較的多い割合であっても、ブリ
ードなどを生じることなく、効率よく耐光性向上効果を得ることができる。そのため、フ
ッ素含有樹脂由来の特性を積極的に熱可塑性樹脂に付与するのが好ましい場合などにおい
ては、耐光性向上剤の使用割合を、熱可塑性樹脂１００重量部に対して、２０重量部以上
（例えば、２０～２００重量部）、好ましくは２５重量部以上（例えば、２７～１５０重
量部）、さらに好ましくは３０重量部以下（例えば、３５～１００重量部）程度とするこ
ともできる。
【００７３】
　なお、フッ素含有樹脂（又は後述の分散相）の体積割合（体積使用割合）は、非フッ素
系熱可塑性樹脂およびフッ素含有樹脂の総量に対して、０．１～９５％（例えば、０．３
～９０％）程度の範囲から選択でき、例えば、０．５～８５％（例えば、０．７～８０％
）、好ましくは１～７０％（例えば、１．５～６０％）、さらに好ましくは２～６０％（
例えば、２．５～５０％）、特に３～４５％（例えば、４～４０％）程度であってもよい
。
【００７４】
　上記のように、本発明の耐光性向上剤により、耐光性が向上した（又は付与された又は
発現された）樹脂（樹脂組成物）が得られる。本発明は、このような樹脂組成物、すなわ
ち、熱可塑性樹脂（非フッ素系熱可塑性樹脂）と、耐光性向上剤（フッ素含有樹脂）とを
含む樹脂組成物も含まれる。
【００７５】
　なお、このような樹脂組成物において、熱可塑性樹脂、耐光性向上剤（フッ素含有樹脂
）の種類や、その混合割合は前記と同じ範囲から選択できる。
【００７６】
　樹脂組成物は、必要に応じて、本発明の効果を害しない範囲であれば、他の添加剤を含
んでいてもよい。他の添加剤としては、例えば、安定剤（耐熱安定剤、耐光安定剤など）
、フィラー［例えば、ガラス繊維、ガラスパウダー、カーボン繊維、カーボンパウダー、
カーボンナノチューブ、金属酸化物（酸化アルミニウム、酸化亜鉛など）、金属窒化物（
窒化アルミニウム、窒化ホウ素など）などの無機フィラー］、可塑剤、滑剤、着色剤など
が例示できる。これらの他の添加剤は、それぞれ、単独で又は二種以上組み合わせて使用
できる。
【００７７】
　特に、樹脂組成物は、フィラー（又は強化材）を好適に含んでいてもよい。
【００７８】
　フィラー（又は充填剤）は、繊維状、針状（ウィスカー）、粒子状、板状などのいずれ
であってもよいが、特に繊維状又は針状であるのが好ましい。
【００７９】
　繊維状充填剤としては、例えば、無機繊維（例えば、ガラス繊維、炭素繊維、ホウ素繊
維、活性炭素繊維、アルミノケイ酸繊維、酸化アルミニウム繊維、炭化ケイ素繊維、金属
繊維、チタン酸カリウム繊維など）、有機繊維（例えば、アラミド繊維、液晶ポリエステ
ル繊維など）が挙げられる。針状充填剤としては、例えば、ケイ酸塩（ワラストナイトな
ど）、チタン酸カリウムウィスカー、ホウ酸アルミニウムウィスカー、酸化アルミニウム
ウィスカー、炭酸カルシウムウィスカーなどが挙げられる。フィラーは、単独で又は２種
以上組み合わせてもよい。
【００８０】
　これらの中でも、非フッ素系熱可塑性樹脂（およびフッ素含有樹脂）との組み合わせに
おける耐光性の観点からは、ガラス繊維、針状充填剤などを好適に用いてもよい。また、
これらのフィラーは、薄肉部分の剛性や強度の保持という観点からも好適である。
【００８１】
　なお、フィラーは、熱可塑性樹脂に対する分散性を向上させるなどの目的で、表面処理
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剤で表面処理されていてもよい。表面処理剤としては、例えば、有機系表面処理剤［例え
ば、カップリング剤（例えば、シランカップリング剤、チタンカップリング剤など）、樹
脂（例えば、アクリル樹脂、ウレタン樹脂、エポキシ樹脂など）など］などが挙げられる
。表面処理剤は、単独で又は２種以上組み合わせてもよい。
【００８２】
　他の添加剤の割合は、その種類等に応じて選択でき、例えば、フィラーの割合は、例え
ば、熱可塑性樹脂１００重量部に対して、０．５～２００重量部（例えば、０．７～１５
０重量部）程度の範囲から選択でき、１～１００重量部、好ましくは３～８０重量部、さ
らに好ましくは５～６０重量部、特に１０～５０重量部程度であってもよい。
【００８３】
　また、フィラーの割合は、熱可塑性樹脂およびフッ素含有樹脂の総量１００重量部に対
して、０．３～１５０重量部（例えば、０．５～１２０重量部）程度の範囲から選択でき
、１～１００重量部、好ましくは２～８０重量部、さらに好ましくは３～６０重量部、特
に５～５０重量部（例えば、８～４０重量部）程度であってもよい。
【００８４】
　樹脂組成物の溶融粘度は、熱可塑性樹脂の種類に応じて適宜選択でき、例えば、熱可塑
性樹脂が芳香族ポリエーテルケトン樹脂である場合、温度４００℃、剪断速度６０ｓ－１

における溶融粘度は、例えば、５０～４０００Ｐａ・ｓ、好ましくは１００～３０００Ｐ
ａ・ｓ、さらに好ましくは１５０～２５００Ｐａ・ｓ程度であってもよい。
【００８５】
　樹脂組成物は、相分離構造を有していてもよい。このような相分離構造を有する場合、
熱可塑性樹脂および耐光性向上剤のいずれが、連続相又は分散相を形成してもよい。なお
、連続相を形成するか、分散相を形成するかは、熱可塑性樹脂の種類や耐光性向上剤の添
加割合（混合割合）などにより決定されるが、通常、熱可塑性樹脂が連続相を形成（又は
構成）し、耐光性向上剤（フッ素含有樹脂）が分散相を形成（又は構成）してもよい。分
散相は、等方形状であってもよく、異方形状であってもよい。
【００８６】
　分散相の平均粒子径は、例えば、３００μｍ以下（例えば、０．０１～２５０μｍ）、
好ましくは２００μｍ以下（例えば、０．０３～１５０μｍ）、さらに好ましくは１００
μｍ以下（例えば、０．０５～７０μｍ）であってもよい。特に、樹脂の種類によっては
、効率よく耐光性向上効果を得るためには、分散相の平均粒子径を小さくする（すなわち
、微分散させる）のが好ましい場合がある。このような場合、分散相の平均粒子径は、３
０μｍ以下（例えば、１０μｍ以下）の範囲から選択でき、５μｍ以下、例えば、３μｍ
以下（例えば、２μｍ以下）、好ましくは１μｍ以下（例えば、０．７μｍ以下）、さら
に好ましくは０．６μｍ以下（例えば、０．０１～０．５μｍ程度）であってもよく、０
．５μｍ以下、好ましくは０．４μｍ以下、さらに好ましくは０．３μｍ以下であっても
よい。このような３μｍ以下の平均粒子径の場合、分散相の最大粒子径は、例えば、４μ
ｍ以下、好ましくは３μｍ以下（例えば、２μｍ以下）、さらに好ましくは１μｍ以下（
例えば、０．８μｍ以下）であってもよい。
【００８７】
　また、分散相（例えば、フッ素含有樹脂）の平均粒子間距離は、２００μｍ以下（例え
ば、１５０μｍ以下、好ましくは１００μｍ以下）、通常３０μｍ以下（例えば、２０μ
ｍ以下）程度の範囲から選択でき、例えば、１０μｍ以下（例えば、７μｍ以下）、好ま
しくは５μｍ以下（例えば、０．０１～４μｍ）、さらに好ましくは３μｍ以下（例えば
、０．１～２．５μｍ）、特に２μｍ以下（例えば、０．２～１．５μｍ）であってもよ
い。
【００８８】
　このように分散相の粒子径や粒子間距離（さらには体積比率）を調整することで、より
一層効率よく高い耐光性向上効果が得られる場合がある。
【００８９】
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　なお、分散相の粒子径や粒子間距離［さらには割合（重量割合及び／又は体積割合）］
は、樹脂組成物で形成されたシートを慣用の装置［透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）、走査型
電子顕微鏡（ＳＥＭ）、レーザー顕微鏡、原子間力顕微鏡（ＡＦＭ）など］により顕微鏡
観察を行い、得られた画像を光学解析装置において二値化処理することなどにより測定す
ることができる。
【００９０】
　樹脂組成物の製造方法（又は耐光性向上剤の添加方法又は使用方法）は、特に限定され
ないが、熱可塑性樹脂と耐光性向上剤（フッ素含有樹脂）とを混合（熱可塑性樹脂に耐光
性向上剤を添加又は混合）することで製造できる。なお、耐光性向上剤は、前記の通り、
混合とともに、熱可塑性樹脂中に分散させてもよい。具体的には、樹脂組成物は、通常、
各成分を溶融混練することにより調製してもよい。より具体的には、各成分を、必要によ
り混合機（タンブラー、Ｖ型ブレンダー、ヘンシェルミキサー、ナウタミキサー、リボン
ミキサー、メカノケミカル装置、押出混合機など）で予備混合した後、種々の混練機（例
えば、ニーダー、一軸又は二軸押出し機など）で溶融混練（又は溶融混合）する場合が多
い。混合又は混練温度（溶融混練温度）は、少なくとも熱可塑性樹脂を溶融できる温度（
特に、熱可塑性樹脂およびフッ素含有樹脂を溶融できる温度）であればよく、樹脂の種類
に応じて、例えば、１００℃以上（例えば、１３０～５００℃）、好ましくは１５０℃以
上（例えば、１８０～４５０℃）、さらに好ましくは２００℃以上（例えば、２５０～４
００℃）の範囲から選択できる。特に、熱可塑性樹脂が、芳香族ポリエーテルケトン樹脂
である場合、混合温度は、例えば、３００～４５０℃、好ましくは３５０～４００℃程度
であってもよい。攪拌速度（回転速度）は、例えば、１５０～５００ｒｐｍ、好ましくは
２００～４００ｒｐｍ（例えば、２５０～３５０ｒｐｍ）程度であってもよい。溶融混合
物（溶融混練物）は、慣用のペレット化手段（ペレタイザーなど）により、ペレット化し
てもよい。
【００９１】
　このようにして樹脂組成物が得られる。樹脂組成物は、慣用の方法により成形して用い
ることもできる。そのため、本発明には、前記樹脂組成物で形成された成形体も含まれる
。成形体の形状は、例えば、フィルム状又はシート状などの二次元的形状であってもよく
、棒状、パイプ状、板状などの三次元的形状などであってもよい。
【００９２】
　成形体は、慣用の方法、例えば、押出成形、射出成形、プレス成形などにより形成され
る。射出成形などにおいて、シリンダー温度は溶融混合温度と同等の範囲から選択できる
。
【実施例】
【００９３】
　以下に、実施例に基づいて本発明をより詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例に
よって限定されるものではない。なお、用いた各種原料、各種物性の評価方法は以下の通
りである。
【００９４】
　［原料］
　（非フッ素系熱可塑性樹脂）
　ＰＥＥＫ（ポリエーテルエーテルケトン）：ダイセル・エボニック（株）製、ベスタキ
ープ－Ｊ　ＺＶ７４０３
　ＰＰＡ（半芳香族ポリアミド）：ダイセル・エボニック（株）製、ベスタミド　ＨＴ　
ｐｌｕｓ　Ｍ１０００
　ＬＣＰ（液晶ポリエステル）:ポリプラスチックス（株）製、ベクトラ　Ａ１３０（ガ
ラス繊維３０％含有品）
　（フッ素含有樹脂）
　テトラフルオロエチレン－ヘキサフルオロプロピレン系共重合体（組成重量比：テトラ
フルオロエチレン／ヘキサフルオロプロピレン／パーフルオロ（プロピルビニルエーテル
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）＝８７．５／１１．５／１．０、ＭＦＲ：２７ｇ／１０分）、以下、「ＦＥＰ」という
。
【００９５】
　テトラフルオロエチレン－パーフルオロアルキルビニルエーテル系共重合体（組成重量
比：テトラフルオロエチレン／パーフルオロ（プロピルビニルエーテル）＝９４．５／５
．５、ＭＦＲ；２３ｇ／１０分）、以下、「ＰＦＡ」という。
【００９６】
　ポリテトラフルオロエチレン：商品名「ＫＴＨ－６４５」、（株）喜多村製、以下、「
ＰＴＦＥ」という。
【００９７】
　（酸化防止剤）
　商品名「ＳＵＭＩＬＩＺＥＲ　ＧＡ－８０」、住友化学工業（株）製
　（光安定剤）
　商品名「ＴＩＮＵＶＩＮ　２３４」、ＢＡＳＦ社製
　［耐光性試験］
　メタルハライド式耐光性試験機（ダイプラ・ウィンテス製　スーパーウィンミニ　ＳＷ
Ｍ－０３ＦＳ）を用い、２００時間、１２０℃、照射強度１６０Ｗ／ｍ２（３００～４０
０ｎｍでの強度）の条件下で、ＪＩＳ試験片に光照射を行なった。
【００９８】
　［引張強さの保持率および引張破壊歪みの保持率］
　耐光性試験の前後において、引張強さおよび引張破壊歪みを、ＪＩＳ　Ｋ７１１３に準
じて測定した。そして、これらの測定値から、下記式にて、これらの変化率を、それぞれ
算出した。
【００９９】
　引張強さの保持率＝［Ｂ１／Ａ１］×１００（％）
（式中、Ａ１は耐光性試験前の樹脂組成物の引張強さ、Ｂ１は耐光性試験後の樹脂組成物
の引張強さを示す。）
　引張破壊歪みの保持率＝［Ｂ２／Ａ２］×１００（％）
（式中、Ａ２は耐光性試験前の樹脂組成物の引張破壊歪み、Ｂ２は耐光性試験後の樹脂組
成物の引張破壊歪みを示す。）
　［押出性］
　押出機内で増粘し、ペレット状の樹脂組成物（樹脂ペレット）を得ることができなかっ
たものを×、そうでないものを○と評価した。
【０１００】
　［分散相（フッ素含有樹脂）の平均粒径および平均粒子間距離］
　樹脂組成物から所定の温度（ＰＥＥＫでは３８０℃、ＰＰＡでは３４０℃、ＬＣＰでは
３５０℃）で熱プレスして成形したプレスシートを、ウルトラミクロトーム（ライカ社製
、ＵＬＴＲＡＣＵＴ　Ｓ）の試料ホルダーに固定し、チャンバー内を液体窒素で－８０℃
に冷却し、厚み９０ｎｍの薄切片を切り出した。得られた薄切片を、２０％エタノール溶
液を付着させた白金リングにて回収し、銅製シートメッシュ（応研商事社製、２００Ａ）
に付着させた。透過型電子顕微鏡（日立製作所社製、Ｈ７１００ＦＡ）を用いて、銅製シ
ートメッシュに付着した薄切片を観察してネガフィルムを作製し、このネガフィルムをス
キャナー（ＥＰＳＯＮ社製、ＧＴ－９４００ＵＦ）にて電子画像化し、光学解析装置（ニ
レコ社製、ＬＵＺＥＸ　ＡＰ）を用いて電子像の二値化処理を行い、分散相（フッ素含有
樹脂）の平均粒子径および平均粒子間距離を算出した。
【０１０１】
　（実施例１～７および比較例１～２）
　下記表に示す配合割合（重量割合、体積割合）で、表に示す成分を予備混合した後（実
施例１～７および比較例１）又はそのまま（比較例２）、二軸混練押出機のメインホッパ
ーに投入し、シリンダー温度３７０℃、スクリュー回転数３００ｒｐｍの条件下で溶融混
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組成物）を得た。
【０１０２】
　そして、得られた樹脂組成物のペレットを、ＪＩＳ試験片作製用金型（金型温度２００
℃）を装着した射出成形機（シリンダー温度３８０℃）に投入して射出成形し、各種ＪＩ
Ｓ試験片を製造し、各種特性を測定した。なお、比較例１においては、ペレット状の樹脂
組成物が得られなかったため、各種特性の測定を行っていない。
【０１０３】
　（実施例８および比較例３）
　下記表に示す配合割合（重量割合、体積割合）で、表に示す成分を予備混合した後（実
施例８）又はそのまま（比較例３）、二軸混練押出機のメインホッパーに投入し、シリン
ダー温度３４０℃、スクリュー回転数３００ｒｐｍの条件下で溶融混練して押出し、樹脂
組成物を得た。
【０１０４】
　そして、得られた樹脂組成物のペレットを、ＪＩＳ試験片作製用金型（金型温度１４０
℃）を装着した射出成形機（シリンダー温度３４０℃）に投入して射出成形し、各種ＪＩ
Ｓ試験片を製造し、各種特性を測定した。
【０１０５】
　（実施例９および比較例４）
　下記表に示す配合割合（重量割合、体積割合）で、表に示す成分を予備混合した後（実
施例９）又はそのまま（比較例４）、二軸混練押出機のメインホッパーに投入し、シリン
ダー温度３７０℃、スクリュー回転数３００ｒｐｍの条件下で溶融混練して押出し、樹脂
組成物を得た。
【０１０６】
　そして、得られた樹脂組成物のペレットを、ＪＩＳ試験片作製用金型（金型温度８０℃
）を装着した射出成形機（シリンダー温度３５０℃）に投入して射出成形し、各種ＪＩＳ
試験片を製造し、各種特性を測定した。
【０１０７】
　結果を表に示す。なお、表において、体積割合は、非フッ素系熱可塑性樹脂（ＰＥＥＫ
、ＰＰＡ、ＬＣＰ）およびフッ素含有樹脂（ＦＥＰ、ＰＦＡ又はＰＴＦＥ）の総量に対す
る体積割合である。
【０１０８】



(18) JP WO2014/171028 A1 2014.10.23

10

20

30

40

【表１】

【０１０９】
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【表２】

【０１１０】
　表の結果から明らかなように、非フッ素系熱可塑性樹脂（ＰＥＥＫ、ＰＰＡ、ＬＣＰ）
にフッ素含有樹脂を添加することで、耐光性が改善されることがわかった。
【産業上の利用可能性】
【０１１１】
　本発明の添加剤は、非フッ素系熱可塑性樹脂の耐光性を向上又は改善するための添加剤
として有用である。しかも、本発明の添加剤は、高温での溶融混合過程を経ても、耐光性
改善機能を維持できるため、特に、スーパーエンジニアリングプラスチック（例えば、芳
香族ポリアミド、液晶ポリエステル、芳香族ポリアリールケトン樹脂）の耐光性を向上又
は改善するために好適に使用できる。
【０１１２】
　そして、このような本発明の添加剤により耐光性が改善又は向上した非フッ素系熱可塑
性樹脂（非フッ素系熱可塑性樹脂と耐光性向上剤との樹脂組成物）は、樹脂の種類に応じ
て種々の用途に使用でき、例えば、家庭電化用品、オフィスオートメーション（ＯＡ）機
器、モバイル機器などの構成部材などとして好適に利用できる。特に、このような樹脂組
成物は、機械的特性においても優れている場合が多いため、スマートフォン、パーソナル
コンピュータ（ノート型、タブレット型など）、電子ブックリーダー、デジタルカメラな
どの薄型スイッチなどとしても好適である。
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